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1.  21年5月期の業績（平成20年6月1日～平成21年5月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年5月期 52,597 △23.4 2,742 △58.3 1,008 △83.7 390 △88.5

20年5月期 68,698 20.7 6,577 30.3 6,188 21.9 3,396 25.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年5月期 11.66 ― 0.8 1.4 5.2
20年5月期 101.42 ― 6.7 7.3 9.6

（参考） 持分法投資損益 21年5月期  ―百万円 20年5月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年5月期 63,167 51,543 81.6 1,539.37
20年5月期 84,361 51,973 61.6 1,552.13

（参考） 自己資本   21年5月期  51,543百万円 20年5月期  51,973百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年5月期 19,436 △20,276 △3,247 10,006
20年5月期 33,054 △21,022 △3,139 14,138

2.  配当の状況 

（注）22年5月期の配当予想金額は未定とさせていただきます。 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
純資産配当

率（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年5月期 ― 11.00 ― 11.00 22.00 736 21.7 1.5
21年5月期 ― 12.00 ― 12.00 24.00 803 205.8 1.6

22年5月期 
（予想）

― ― ― ― ― ―

3.  22年5月期の業績予想（平成21年6月1日～平成22年5月31日） 
 平成22年5月期の業績予想につきましては、現時点において適切な予想値を算定することは極めて困難であるため、本決算発表時においては未定とい
たしました。なお、当該理由等は、３ページ「１．経営成績 （１）経営成績に関する分析 ３ 次期の見通し」に記載しております。 
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4.  その他 

(1) 重要な会計方針の変更 

（注）詳細は、17ページ「重要な会計方針の変更」をご覧ください。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、26ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年5月期 35,497,183株 20年5月期 35,497,183株

② 期末自己株式数 21年5月期  2,013,501株 20年5月期  2,011,986株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現時点で入手している情報及び合理的であると判断する前提に基づいたもので
あり、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、上記予想に関する事項は、３ページ「１．経営成績 （１）経営成績に関する分
析 ３ 次期の見通し」をご覧ください。 
２．次期の配当予想額につきましては、５ページ「１．経営成績 （３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当」に記載のとおり、現時点では未定と
させていただきます。なお、配当予想額の開示が可能となった場合には、速やかに開示いたします。 
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

①全般の概況 
当期におけるわが国経済は、米国に端を発した金融危機の影響から世界経済の後退が深刻化し

企業収益が大幅に減少するなど、景気は急速に悪化いたしました。 

当社の主な需要先であります半導体業界におきましては、メモリーをはじめとした半導体デバ

イスの価格低迷や需要の急速な減少を背景として、半導体メーカー各社において設備投資抑制や

生産調整が実施されるなど、極めて厳しい事業環境となりました。 

このような経営環境の中で当社は、生産体制の見直しを図るとともに、経営全般にわたり一層

の合理化や効率化を推進してまいりました。 

この結果、売上高は 525 億９千７百万円と前期比 23.4％の減収となり、営業利益は 27 億４千２

百万円（前期比 58.3％減）、経常利益は 10 億８百万円（同 83.7％減）、当期純利益は３億９千万

円（同 88.5％減）となりました。 

②部門別の概況 

半導体材料部門 
当部門におきましては、期前半は主力の 300ｍｍシリコンウエハーを中心として堅調な生産を継

続いたしましたが、期後半には半導体デバイス需要の急速な減少に伴う半導体メーカー各社によ

る大規模な生産調整の影響を受け、大幅な減産となりました。 

この結果、当部門の受注高は 366 億８千３百万円（前期比 29.3％減）、売上高は 388 億９千万円

（同 25.5％減）となりました。 

商事部門 
当部門におきましては、仕入先メーカーと連携した顧客サービスの強化を推進いたしましたが、

主要顧客であります半導体・電子部品関連各社における設備投資削減の影響を受け、受注・売上

ともに減少いたしました。 

この結果、当部門の受注高は 99 億６千９百万円（前期比 33.9％減）、売上高は 121 億２千２百

万円（同 10.0％減）となりました。 

エンジニアリング部門 
当部門の主力製品でありますスピンプロセッサの高性能化を図り、また商事部門との連携を強

化するなど、積極的な販売活動を展開いたしました。 

この結果、当部門の受注高は 15 億８千２百万円（前期比 34.5％減）、売上高は 15 億８千４百万

円（同 47.9％減）となりました。 

 

③次期の見通し 
今後の見通しにつきましては、世界経済の低迷が深刻化する中で、わが国経済においても民間

設備投資の減少や雇用情勢の悪化に伴う個人消費の低迷などの懸念材料を抱えており、景気は先

行き不透明な状況が続くものと予想されます。 

半導体業界におきましても、需要の本格的な回復には時間を要するものと予想され、今後も厳

しい事業環境が続くものと見込まれております。 
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このような環境の下、当社といたしましては徹底した合理化による低コスト生産体制の構築を

図ってまいります。また、各事業部門の連携を強化し自社製品の開発に積極的に取り組むととも

に、市場の変化に即応すべく営業活動を精力的に展開してまいります。一方、安全確保と環境保

全を経営の重要課題と位置付け、全社的な管理体制の強化を図るとともに、安全・安定操業の継

続に努めてまいります。 
次期の業績予想につきましては、現時点で需要の動向を的確に予測することができず、適切な

予想値を算定することが極めて困難であることから、本決算発表時においては未定とさせていた

だきます。 

なお、業績予想の開示が可能となった場合には、速やかに開示いたします。 

また、第１四半期の決算発表時に改めて状況の説明をいたします。 

（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

当期末における総資産は、売上債権の減少、減価償却による固定資産の減少等により前期末と

比較して 211 億９千４百万円減少し、631 億６千７百万円となりました。一方、負債合計は仕入債

務の減少、未払金の減少等により、前期末に比べ 207 億６千４百万円減少し、116 億２千３百万円

となりました。 

また、当期末の純資産は、利益剰余金の減少により 515 億４千３百万円となりました。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べて 41 億３千１

百万円減少し、100 億６百万円となりました。 

各活動別のキャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。 

 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

当期において営業活動の結果得られた資金は 194 億３千６百万円（前期比 136 億１千７百万

円減）となりました。これは仕入債務の減少 41 億８千８百万円があったものの、税引前当期純

利益９億８千４百万円、減価償却費 150 億８千６百万円、売上債権の減少 57 億７千７百万円等

により資金が増加したことによるものです。 

 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

当期において投資活動の結果使用した資金は 202 億７千６百万円（前期比７億４千６百万円

減）となりました。これは前期に実施した設備投資により取得した有形固定資産の支払 200 億

２千３百万円等があったことによるものです。 

 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

当期において財務活動の結果使用した資金は 32 億４千７百万円（前期比１億７百万円増）と

なりました。これは長期未払金の減少 23 億７千６百万円等があったことによるものです。 
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（参考）キャッシュ･フロー関連指標の推移 

 平成18年5月期 平成19年5月期 平成20年5月期 平成21年5月期

自己資本比率（％） 71.0 57.5 61.6 81.6

時価ベースの自己資本比率（％） 101.3 90.7 86.1 59.1

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 0.1 0.5 0.1 0.0

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 508.6 150.7 382.2 469.0

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ･フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ･フロー／利払い 

（注１）各指標は、いずれも財務数値により算出しております。 

（注２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出し

ております。 
（注３）キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを利用しております。 

（注４）有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債

を対象としております。 

（注５）利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は業績の向上と株主の皆様への利益配分をともに経営の重要課題と位置付けており、経営基

盤の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、継続的な安定配当を実現していくことを基本方針

としております。内部留保資金につきましては、今後の成長へ向けた事業強化のために有効投資い

たします。 

当期の期末配当金は、先に行いました中間配当金と同額の１株につき１２円を予定しております。

これにより、当期の年間配当金は前期に比べ２円増配の１株当たり２４円となります。 

また、次期の年間配当金につきましては、現時点において業績予想値の算定が困難であることか

ら未定とさせていただきます。 

なお、配当予想額の開示が可能となった場合には、速やかに開示いたします。 

また、第１四半期の決算発表時に改めて状況の説明をいたします。 

 

２．企業集団の状況 

最近の有価証券報告書（平成 20 年８月 27 日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関

係会社の状況」から重要な変更がないため開示を省略いたします。 

 

３．経営方針 

「（１）会社の経営の基本方針」、「（２）目標とする経営指標」、「（３）中長期的な会社の経営戦略

ならびに対処すべき課題」は、平成 19 年５月期決算短信（平成 19 年７月 12 日開示）により開示を

行った内容から重要な変更がないため開示を省略いたします。 

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 
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（当社ホームページ） 
http://www.mimasu.co.jp 

（東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） 

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 
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４．財務諸表

(1) 貸借対照表 

（単位：百万円） 

前事業年度 
(平成20年５月31日) 

当事業年度 
(平成21年５月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 14,141 10,006 

受取手形 1,493 435 

売掛金 ※１ 16,096 11,377 

有価証券 2 0 

商品 37 － 

製品 219 － 

商品及び製品 － 125 

仕掛品 1,115 428 

貯蔵品 920 － 

原材料及び貯蔵品 － 925 

前渡金 818 242 

前払費用 213 208 

繰延税金資産 509 474 

その他 329 42 

貸倒引当金 △6 △10 

流動資産合計 35,891 24,256 

固定資産 

有形固定資産 

建物（純額） ※２ 19,418 ※２, ※３ 17,816 

構築物（純額） 1,299 ※３ 1,187 

機械及び装置（純額） 18,192 ※３ 7,695 

車両運搬具（純額） 46 31 

工具、器具及び備品（純額） 948 ※３ 672 

土地 3,272 3,351 

建設仮勘定 215 3,297 

有形固定資産合計 43,393 34,052 

無形固定資産 

ソフトウエア 1,093 ※３ 975 

電話加入権 0 － 

水道施設利用権 1,500 1,352 

その他 303 81 

無形固定資産合計 2,898 2,410 

投資その他の資産 

投資有価証券 260 183 

長期前払費用 51 51 

繰延税金資産 1,775 2,116 

差入保証金 38 38 

その他 55 91 

貸倒引当金 △2 △35 

投資その他の資産合計 2,178 2,447 

固定資産合計 48,470 38,910 

資産合計 84,361 63,167 
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（単位：百万円） 

前事業年度 
(平成20年５月31日) 

当事業年度 
(平成21年５月31日) 

負債の部 

流動負債 

支払手形 3,794 1,847 

買掛金 7,205 4,963 

1年内返済予定の長期借入金 100 100 

未払金 15,019 1,055 

未払費用 1,401 1,088 

未払法人税等 － 553 

前受金 148 10 

預り金 28 75 

前受収益 － 1 

役員賞与引当金 60 54 

設備関係支払手形 2,378 － 

その他 78 436 

流動負債合計 30,214 10,187 

固定負債 

長期借入金 150 50 

退職給付引当金 1,050 1,205 

役員退職慰労引当金 153 － 

その他 818 179 

固定負債合計 2,173 1,435 

負債合計 32,388 11,623 

純資産の部 

株主資本 

資本金 18,824 18,824 

資本剰余金 

資本準備金 18,778 18,778 

資本剰余金合計 18,778 18,778 

利益剰余金 

利益準備金 689 689 

その他利益剰余金 

別途積立金 6,900 7,900 

繰越利益剰余金 10,152 8,773 

利益剰余金合計 17,742 17,362 

自己株式 △3,405 △3,407 

株主資本合計 51,938 51,556 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 34 △13 

評価・換算差額等合計 34 △13 

純資産合計 51,973 51,543 

負債純資産合計 84,361 63,167 
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(2) 損益計算書 

（単位：百万円） 

前事業年度 
(自 平成19年６月１日 
至 平成20年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年６月１日 
至 平成21年５月31日) 

売上高 ※５ 68,698 52,597 

売上原価 57,714 47,531 

売上総利益 10,983 5,065 

販売費及び一般管理費 4,405 2,323 

営業利益 6,577 2,742 

営業外収益 

受取利息及び配当金 20 － 

受取利息 － 17 

受取配当金 － 4 

その他 54 106 

営業外収益合計 74 128 

営業外費用 

支払利息 85 40 

為替差損 216 54 

設備休止費用 － ※１ 1,730 

その他 162 36 

営業外費用合計 464 1,862 

経常利益 6,188 1,008 

特別利益 

固定資産売却益 ※２ 44 － 

投資有価証券売却益 37 － 

違約金収入 － 151 

その他 0 52 

特別利益合計 82 204 

特別損失 

固定資産除売却損 ※３ 316 ※３ 48 

減損損失 ※４ 123 ※４ 161 

その他 － 18 

特別損失合計 439 228 

税引前当期純利益 5,831 984 

法人税、住民税及び事業税 741 877 

法人税等調整額 1,693 △282 

法人税等合計 2,434 594 

当期純利益 3,396 390 
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(3) 株主資本等変動計算書 

（単位：百万円） 

前事業年度 
(自 平成19年６月１日 
至 平成20年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年６月１日 
至 平成21年５月31日) 

株主資本 

資本金 

前期末残高 18,824 18,824 

当期末残高 18,824 18,824 

資本剰余金 

資本準備金 

前期末残高 18,778 18,778 

当期末残高 18,778 18,778 

利益剰余金 

利益準備金 

前期末残高 689 689 

当期末残高 689 689 

その他利益剰余金 

別途積立金 

前期末残高 5,900 6,900 

当期変動額 

別途積立金の積立 1,000 1,000 

当期変動額合計 1,000 1,000 

当期末残高 6,900 7,900 

繰越利益剰余金 

前期末残高 8,459 10,152 

当期変動額 

別途積立金の積立 △1,000 △1,000 

剰余金の配当 △703 △770 

当期純利益 3,396 390 

当期変動額合計 1,693 △1,379 

当期末残高 10,152 8,773 

自己株式 

前期末残高 △3,403 △3,405 

当期変動額 

自己株式の取得 △2 △2 

当期変動額合計 △2 △2 

当期末残高 △3,405 △3,407 

株主資本合計 

前期末残高 49,248 51,938 

当期変動額 

剰余金の配当 △703 △770 

当期純利益 3,396 390 

自己株式の取得 △2 △2 

当期変動額合計 2,690 △381 

当期末残高 51,938 51,556 
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（単位：百万円） 

前事業年度 
(自 平成19年６月１日 
至 平成20年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年６月１日 
至 平成21年５月31日) 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

前期末残高 77 34 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

△42 △48 

当期変動額合計 △42 △48 

当期末残高 34 △13 

純資産合計 

前期末残高 49,325 51,973 

当期変動額 

剰余金の配当 △703 △770 

当期純利益 3,396 390 

自己株式の取得 △2 △2 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △42 △48 

当期変動額合計 2,647 △429 

当期末残高 51,973 51,543 
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(4) キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円） 

前事業年度 
(自 平成19年６月１日 
至 平成20年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年６月１日 
至 平成21年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税引前当期純利益 5,831 984 

減価償却費 24,247 15,086 

減損損失 123 161 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3 36 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 1 △6 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 114 155 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 27 21 

受取利息及び受取配当金 △20 △21 

支払利息 85 40 

為替差損益（△は益） 1 44 

有形固定資産除却損 204 40 

投資有価証券売却損益（△は益） △37 － 

売上債権の増減額（△は増加） 5,974 5,777 

たな卸資産の増減額（△は増加） △164 813 

仕入債務の増減額（△は減少） 296 △4,188 

その他 906 577 

小計 37,594 19,522 

利息及び配当金の受取額 20 21 

利息の支払額 △86 △41 

法人税等の支払額 △4,474 △372 

法人税等の還付額 － 306 

営業活動によるキャッシュ・フロー 33,054 19,436 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

定期預金の預入による支出 △6 △3 

定期預金の払戻による収入 6 6 

有形固定資産の取得による支出 △23,242 △20,023 

有形固定資産の売却による収入 3,083 41 

無形固定資産の取得による支出 △965 △282 

投資有価証券の取得による支出 △15 △11 

投資有価証券の売却による収入 228 9 

その他 △110 △13 

投資活動によるキャッシュ・フロー △21,022 △20,276 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

長期借入金の返済による支出 △100 △100 

自己株式の取得による支出 △2 △2 

配当金の支払額 △702 △768 

その他 △2,334 △2,376 

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,139 △3,247 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △44 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,890 △4,131 

現金及び現金同等物の期首残高 5,247 14,138 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 14,138 ※１ 10,006 
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該当事項はありません。 

  

  

(5) 継続企業の前提に関する注記

(6) 重要な会計方針

項目
前事業年度

(自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日)

当事業年度
(自 平成20年６月１日
至 平成21年５月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価

法によっております。

(評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定しておりま

す。)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法によって

おります。

時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品、原材料、貯蔵品ならびに半導体

事業部の製品及び仕掛品は、月別総平

均法に基づく原価法によっておりま

す。また、エンジニアリング事業部の

仕掛品は、個別法に基づく原価法によ

っております。

商品、原材料、貯蔵品ならびに半導体

事業部の製品及び仕掛品は、月別総平

均法に基づく原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）によっております。

また、エンジニアリング事業部の仕掛

品は、個別法に基づく原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）によってお

ります。

（会計方針の変更） 

当事業年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号

平成18年７月５日公表分）を適用して

おります。

この変更に伴い、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益がそれぞれ311

百万円減少しております。

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法（改正法人税法に規定する

定額法の償却率（１／耐用年数）

を2.5倍した数とし、特定事業年

度以降は残存年数による均等償却

に切り替えて備忘価額１円まで償

却する方法）を採用しておりま

す。

なお、平成19年３月31日以前に取

得した固定資産については、残存

価額を取得価額の10％とした定率

法（旧定率法）によっておりま

す。

(1) 有形固定資産（リース資産を除

く）

同左

また、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備は除

く）については、定額法（改正法

人税法に規定する耐用年数経過時

点における残存価額がゼロとなる

償却率により、耐用年数にわたっ

て均等に償却する方法）を採用し

ております。
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項目
前事業年度

(自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日)

当事業年度
(自 平成20年６月１日
至 平成21年５月31日)

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備は除

く）のうち、平成19年３月31日以

前に取得した建物（建物附属設備

は除く）については、残存価額を

取得価額の10％とした定額法（旧

定額法）によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

 

建物 ８～50年

機械装置 ３～５年

また、通常の使用時間を超えて使

用する一部の機械装置について

は、増加償却を実施しておりま

す。

（追加情報)

１ 従来、再生ウエハー加工設備の耐

用年数は５年として減価償却を行

ってきましたが、300mmウエハー

への世代交代が進行し300mmウエ

ハーの生産量が拡大していること

から当該加工設備の稼働率が急速

に高まり、再生ウエハー加工設備

全体として通常の稼働時間を超え

て使用することが常態化しており

ます。このため当該加工設備は長

時間稼働による物理的劣化が早ま

るものと考えられます。このよう

な状況において使用実態に整合し

た費用配分を図るため、当事業年

度より増加償却を実施することに

致しました。

また殆どのユーティリティ設備は

プライムウエハー・再生ウエハー

共用となっておりますが、そのい

ずれも高稼働状態が継続してお

り、高負荷長時間稼働による設備

の物理的劣化は免れないものと予

想されますので、当該ユーティリ

ティ設備につきましても当事業年

度より増加償却を実施することに

致しました。

この結果、減価償却費が1,728百

万円増加し、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益がそれぞれ

1,710百万円減少しております。

２ 当事業年度から、平成19年３月31

日以前に取得した固定資産につい

ては、償却可能限度額まで償却が

終了した翌年から５年間で均等償

却する方法によっております。

この変更に伴い、減価償却費が

136百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益がそ

れぞれ135百万円減少しておりま

す。
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項目
前事業年度

(自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日)

当事業年度
(自 平成20年６月１日
至 平成21年５月31日)

(2) 無形固定資産

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用して

おります。

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く）

自社利用のソフトウェア

同左

その他の無形固定資産

定額法を採用しております。

その他の無形固定資産

同左

――――― (3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残

存価額をゼロとする定額法によ

っております。

なお、平成20年３月31日以前に

契約をした、リース物件の所有

権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

４ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

同左

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支払に備え

て、役員賞与支給見込額のうち当

事業年度負担額を計上しておりま

す。

(2) 役員賞与引当金

同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末に発生している

と認められる額を計上しておりま

す。

数理計算上の差異は、発生事業年

度に一括処理しております。

(3) 退職給付引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく事業年度末要

支給額を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

―――――
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項目
前事業年度

(自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日)

当事業年度
(自 平成20年６月１日
至 平成21年５月31日)

（追加情報） 

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく事業年度末要

支給額を役員退職慰労引当金に計

上しておりましたが、平成20年開

催の定時株主総会において役員退

職慰労金制度を廃止し、同総会終

結の時までの在任期間に対応する

退職慰労金を打ち切り支給するこ

とといたしました。これにより当

事業年度において打ち切り支給額

175百万円を「役員退職慰労引当

金」より取崩し、固定負債「その

他」に振替えております。

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が、借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

─────

７ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなって

おります。

同左

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理の方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理の方法

同左
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(7) 重要な会計方針の変更

(会計方針の変更)

前事業年度
(自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日)

当事業年度
(自 平成20年６月１日
至 平成21年５月31日)

――――― （リース取引に関する会計基準）

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っておりましたが、当事業年度より、「リース取引に関

する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日

(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正))及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第16号(平成６年１月18日(日本公認会計

士協会 会計制度委員会)、平成19年３月30日改正))を適

用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

なお、リース取引開始日がリース取引会計基準の改正適

用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

これによる損益に与える影響はありません。

(表示方法の変更)

前事業年度
(自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日)

当事業年度
(自 平成20年６月１日
至 平成21年５月31日)

───── （貸借対照表）

１ 前事業年度において区分掲記していた「電話加入

権」(当事業年度0百万円)は、金額的重要性が乏し

く、かつ、表示の明瞭性を高める観点から、当事業

年度より無形固定資産の「その他」に含めて表示す

ることに変更いたしました。

２ 前事業年度において区分掲記していた「設備関係支

払手形」(当事業年度28百万円)は、金額的重要性が

乏しく、かつ、表示の明瞭性を高める観点から、当

事業年度より流動負債の「その他」に含めて表示す

ることに変更いたしました。

（損益計算書）

前事業年度において区分掲記していた「固定資産売却

益」(当事業年度0百万円)は、金額的重要性が乏しく、

かつ、表示の明瞭性を高める観点から、当事業年度より

特別利益の「その他」に含めて表示することに変更いた

しました。
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(8) 財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成20年５月31日)

当事業年度 
(平成21年５月31日)

※１ 関係会社に対する資産

売掛金       291百万円

※１        ─────

※２ 国庫補助金による固定資産圧縮記帳額

建物       33百万円

※３        ―――――

※２ 国庫補助金による固定資産圧縮記帳額

建物        33百万円

※３ 休止固定資産

固定資産には、以下の休止固定資産（帳簿価額）

が含まれております。

有形固定資産

建物        3,021百万円

構築物        125

機械及び装置    1,080

工具、器具及び備品  71

無形固定資産

ソフトウェア         280
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日)

当事業年度
(自 平成20年６月１日
至 平成21年５月31日)

※１        ――――― ※１  設備休止費用

半導体事業部上郊工場における現在休止中の設備

の減価償却費及びリース料であります。

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

項目 金額(百万円)

 機械及び装置 44

 車両運搬具 0

計 44

※２        ―――――

※３ 固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま

す。

項目 金額(百万円)

除却損

 建物 63

 構築物 37

 機械及び装置 101

 工具、器具及び備品 1

  撤去費用 108

売却損

 機械及び装置 2

 車両運搬具 1

計 316  

※３ 固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま

す。

項目 金額(百万円)

除却損

構築物 4

機械及び装置 35

車両運搬具 0

工具、器具及び備品 0

 撤去費用 7

売却損

車両運搬具 0

計 48

 

※４ 減損損失 

当社は、事業用資産について管理会計上の区分を

基礎としてグルーピングを行っております。

当事業年度においては、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類

 半導体事業部 生産用設備 建物

 上郊工場他 構築物

 (群馬県高崎市) 機械及び装置

工具、器具及び備品

当該資産は現在遊休状態であり、また将来の用途

が定まっていないため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失（建物20百万

円、構築物5百万円、機械及び装置96百万円、工

具、器具及び備品1百万円）として特別損失に計

上しております。なお、当該資産の回収可能価額

は、正味売却価額であり、その評価額は備忘価額

としております。

 

※４ 減損損失 

当社は、事業用資産について管理会計上の区分を

基礎としてグルーピングを行っております。

当事業年度においては、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類

半導体事業部 生産用設備 建物

上郊工場他 構築物

(群馬県高崎市) 機械及び装置

工具、器具及び備品

当該資産は現在遊休状態であり、また将来の用途

が定まっていないため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失（建物6百万

円、構築物0百万円、機械及び装置151百万円、工

具、器具及び備品3百万円）として特別損失に計

上しております。なお、当該資産の回収可能価額

は、正味売却価額であり、その評価額は備忘価額

としております。

※５ 関係会社に対する売上高

売上高         599百万円

※５        ─────
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(注) 当事業年度増加株式数の概要 

 
  

①平成19年８月30日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

 
②平成20年１月16日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。 

 
  

平成20年８月27日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

 
  

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成19年６月１日  至 平成20年５月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末

普通株式 35,497,183株 ― ― 35,497,183株

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末

普通株式 2,010,973株  1,013株 ― 2,011,986株

 単元未満株式の買取による自己株式の取得 1,013株

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

配当金の総額 334百万円

１株当たり配当額 10円

基準日 平成19年５月31日

効力発生日 平成19年８月31日

配当金の総額 368百万円

１株当たり配当額 11円

基準日 平成19年11月30日

効力発生日 平成20年２月８日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

配当金の総額 368百万円

配当の原資 利益剰余金

１株当たり配当額 11円

基準日 平成20年５月31日

効力発生日 平成20年８月28日
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(注) 当事業年度増加株式数の概要 

 
  

①平成20年８月27日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

 
②平成20年12月26日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。 

 
  

平成21年８月27日開催の定時株主総会において、次のとおり付議する予定であります。 

 
  

当事業年度(自 平成20年６月１日  至 平成21年５月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末

普通株式 35,497,183株 ― ― 35,497,183株

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末

普通株式 2,011,986株     1,515株 ― 2,013,501株

 単元未満株式の買取による自己株式の取得 1,515株

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

配当金の総額 368百万円

１株当たり配当額 11円

基準日 平成20年５月31日

効力発生日 平成20年８月28日

配当金の総額 401百万円

１株当たり配当額 12円

基準日 平成20年11月30日

効力発生日 平成21年２月３日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

配当金の総額 401百万円

配当の原資 利益剰余金

１株当たり配当額 12円

基準日 平成21年５月31日

効力発生日 平成21年８月28日
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日)

当事業年度
(自 平成20年６月１日
至 平成21年５月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

 現金及び預金勘定 14,141百万円

 預入期間が３ヶ月を超える 
 定期預金

△3

 現金及び現金同等物 14,138
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 10,006百万円

現金及び現金同等物 10,006

(デリバティブ取引関係)

(持分法損益等)
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(注) １ その他の関係会社は信越化学工業㈱であります。 

２ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

３ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  製商品の販売・加工料については、市場価格を勘案して価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定してお

ります。 

  

 （追加情報） 

当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17

日）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年

10月17日）を適用しております。 

なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

  

１ 関連当事者との取引 

 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 

  

 
(注) １ その他の関係会社は信越化学工業㈱であります。 

２ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

３ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  製商品の販売・加工料については、市場価格を勘案して価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定してお

ります。 

  

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

該当事項はありません。 

  

(関連当事者情報)

 前事業年度(自 平成19年６月１日 至 平成20年５月31日)

１ 兄弟会社等

属性
会社等の 

名称
住所

資本金又 

は出資金 

(百万円)

事業の内容 

又は職業

議決権等の

所有(被所 

有)割合(%)

関係内容
取引の 

内容

取引金額 

(百万円)
科目

期末残高 

(百万円)
役員の

兼任等

事業上の 

関係

その他

の関係

会社の

子会社

信越半導体㈱
東京都 

千代田区
10,000

半導体シリ

コンの製造

及び販売

(被所有) 

直接 1.1
－

製商品の販

売・半導体

シリコンウ

エハー加工

の受託

製商品の販

売・加工料

の売上

50,166 売掛金 10,256

その他

の関係

会社の

子会社

長野電子工業㈱
長野県 

千曲市
80

半導体シリ

コンの加工
－ －

製商品の 

販売等

製商品の 

販売
1,950

売掛金 14

受取手形 1,188

 当事業年度(自 平成20年６月１日 至 平成21年５月31日)

種類
会社等の名称 

又は氏名
所在地

資本金又 

は出資金 

(百万円)

事業の内容 

又は職業

議決権等

の所有 

(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額 

(百万円)
科目

期末残高 

(百万円)

その他

の関係

会社の

子会社

信越半導体㈱
東京都 

千代田区
10,000

半導体シリ

コンの製造

及び販売

(被所有)

直接 1.1

製商品の販

売・半導体

シリコンウ

エハー加工

の受託

製商品の販

売・加工料

の売上

38,212 売掛金 7,851
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(税効果会計関係)

前事業年度
(自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日)

当事業年度
(自 平成20年６月１日
至 平成21年５月31日)

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 (1) 流動資産の部

繰延税金資産

 未払賞与 366百万円

 その他 144

繰延税金資産合計 511

繰延税金負債 2

繰延税金資産の純額 509

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 (1) 流動資産の部

繰延税金資産

未払賞与 299百万円

売上原価 118

未払事業税 53

その他 46

繰延税金資産小計 517

評価性引当額 △42

繰延税金資産合計 474

繰延税金負債 ―

繰延税金資産の純額 474

 (2) 固定資産の部

繰延税金資産

 退職給付引当金 424百万円

 減価償却費 1,225

 固定資産除却損 55

 減損損失 183

 その他 128

繰延税金資産小計 2,018

評価性引当額 △229

繰延税金資産合計 1,788

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 12

繰延税金資産の純額 1,775

 (2) 固定資産の部

繰延税金資産

退職給付引当金 487百万円

減価償却費 1,558

固定資産除却損 117

減損損失 160

その他有価証券評価差額金 10

その他 127

繰延税金資産小計 2,462

評価性引当額 △345

繰延税金資産合計 2,116

繰延税金負債 ―

繰延税金資産の純額 2,116

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と当該負担率との差異は、法定実

効税率の百分の五以下であるため注記を省略し

ております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

(調整)

交際費等永久に損金算入されない項目 1.6

役員賞与引当金 2.2

評価性引当額の増減 16.1

その他 △0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 60.4
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(退職給付関係)

前事業年度
(自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日)

当事業年度
(自 平成20年６月１日
至 平成21年５月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制

度を設けております。

１ 採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制

度を設けております。

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 2,264百万円

年金資産 1,213

退職給付引当金 1,050

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 2,407百万円

年金資産 1,201

退職給付引当金 1,205

 

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 168百万円

利息費用 40

期待運用収益 △29

数理計算上の差異の処理額 77

退職給付費用 256

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 175百万円

利息費用 43

期待運用収益 △30

数理計算上の差異の処理額 124

退職給付費用 312

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間按分
方法

期間定額基準

割引率  1.9％

期待運用収益率  2.5％

数理計算上の差異の
処理年数

発生事業年度で
一括処理

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間按分
方法

期間定額基準

割引率  1.9％

期待運用収益率  2.5％

数理計算上の差異の
処理年数

発生事業年度で 
一括処理

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
２ １株当たり当期純利益 

 

  

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日)

当事業年度
(自 平成20年６月１日
至 平成21年５月31日)

 

１株当たり純資産額 1,552.13円

１株当たり当期純利益 101.42円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

１株当たり純資産額 1,539.37円

１株当たり当期純利益 11.66円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

項目
前事業年度末 

(平成20年５月31日)

当事業年度末 

(平成21年５月31日)

純資産（百万円） 51,973 51,543

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） ― ―

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 51,973 51,543

普通株式の発行済株式数（千株） 35,497 35,497

普通株式の自己株式数（千株） 2,011 2,013

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数 

（千株）
33,485 33,483

項目
前事業年度

(自 平成19年６月１日
至 平成20年５月31日)

当事業年度
(自 平成20年６月１日
至 平成21年５月31日)

１株当たり当期純利益

当期純利益（百万円） 3,396 390

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,396 390

普通株式の期中平均株式数（千株） 33,485 33,484
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(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

 

 

(開示の省略) 

リース取引、有価証券に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考

えられるため開示を省略いたします。 

 
 

５．その他 

（１）役員の異動 

該当事項はありません。 

（２）その他 

①部門別売上明細表 
     （単位：百万円）

前事業年度 当事業年度   

自 平成 19 年 6 月  1 日 自 平成 20 年 6 月  1 日 増    減（△） 

至 平成 20 年 5 月 31 日 至 平成 21 年 5 月 31 日   

 
期 別 

 

    
部 門 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 増減率 

  ％ ％  ％

半 導 体 材 料 

部 門 
52,180 76.0 38,890 73.9 △13,289 △25.5 

商 事 部 門 13,474 19.6 12,122 23.1 △1,352 △10.0 

エ ン ジ ニ ア 

リ ン グ 部 門 
3,043 4.4 1,584 3.0 △1,458 △47.9 

合   計 68,698 100.0 52,597 100.0 △16,101 △23.4 

 

②部門別受注明細表 
   （単位：百万円） 

前事業年度 当事業年度 

自 平成 19 年 6 月  1 日 自 平成 20 年 6 月  1 日 

至 平成 20 年 5 月 31 日 至 平成 21 年 5 月 31 日 

 
期 別 

 

    
部 門 受 注 高 受注残高 受 注 高 受注残高 

半 導 体 材 料 

部 門 
51,866 4,642 36,683 2,434 

商 事 部 門 15,075 3,118 9,969 965 

エ ン ジ ニ ア 

リ ン グ 部 門 
2,414 449 1,582 448 

合   計 69,356 8,210 48,235 3,848 
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